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２．委員紹介２．委員紹介２．委員紹介２．委員紹介
３．議事３．議事３．議事３．議事
　（１）趣旨等の説明　（１）趣旨等の説明　（１）趣旨等の説明　（１）趣旨等の説明
　（２）公共交通情報提供の現状等　（２）公共交通情報提供の現状等　（２）公共交通情報提供の現状等　（２）公共交通情報提供の現状等
　（３）今後の進め方　（３）今後の進め方　（３）今後の進め方　（３）今後の進め方
　（４）その他　（４）その他　（４）その他　（４）その他
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（１）趣旨等の説明（１）趣旨等の説明（１）趣旨等の説明（１）趣旨等の説明　・・・Ｐ．５～８　・・・Ｐ．５～８　・・・Ｐ．５～８　・・・Ｐ．５～８
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「情報化社会と交通」研究会の設立について（１）

１　趣旨１　趣旨１　趣旨１　趣旨

　インターネット、モバイル通信の発展等により高度情報化社会がＩＴ革命の
名に象徴されるように急速に進行している。

　政府としては、１月に開催された高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本
部において、我が国が５年以内に世界最先端のＩＴ国家となることを目指した
ｅ－Ｊａｐａｎ戦略を決定したところである。

　こうした高度情報化社会の進展に対して交通がどのように対応すべきなのか、
ｅ－Ｊａｐａｎ戦略に従い、どのような姿を目指すべきかを明らかにすること
が必要となっている。

　このため、学識者及び関係者による研究会を設立し、高度情報化社会が交通
に与える影響、近時のモバイル通信やＧＰＳ等の新しい技術を利用した時刻表
情報提供システムの実現等の新たな交通社会の姿やペーパーレス、キャッシュ
レス社会の下での交通や制度の変化等について広く各界の有識者からヒアリン
グを行いつつ明らかにし、今後の交通・情報化政策の基礎にしようとするもの
である。
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「情報化社会と交通」研究会の設立について（２）

２　検討テーマ２　検討テーマ２　検討テーマ２　検討テーマ

　（１）公共交通情報の提供

　（２）情報通信技術（ＩＴ）の発達と交通サービスの革新

　（３）高度情報化社会における交通のあり方

３　今後のスケジュール（予定）３　今後のスケジュール（予定）３　今後のスケジュール（予定）３　今後のスケジュール（予定）

　・第１回研究会　４月１１日開催
　・以後、月に１回程度開催し、上記２（２）（３）のテーマについて有識者の
　　ヒアリングを行い、夏をめどに中間取りまとめを行う。

　・さらに、夏以降月１回程度開催し、年内をめどに取りまとめを行う。
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「情報化社会と交通」研究会作業イメージ

平成１３年度予算（実験）

・総合交通情報提供システム

・鉄道事故・遅延情報速報システム

・シビルミニマム交通確保のためのシステム

交通情報提供の交通情報提供の交通情報提供の交通情報提供の
現状現状現状現状
　・情報提供の根拠法規、　
　　提供形態

高度情報化　高度情報化　高度情報化　高度情報化　
社会における社会における社会における社会における
交通のあり方交通のあり方交通のあり方交通のあり方
　・交通制度の変化

　　　　　　　↓

　モバイル交通社会　モバイル交通社会　モバイル交通社会　モバイル交通社会

交通サービスの交通サービスの交通サービスの交通サービスの
革新革新革新革新　　　　

　　・リアルタイム交通情報
　　　入手

　　・ＩＣカードによる　　　　
　　　キャッシュレス移動

　　・デマンドバス

　　・バス接近表示

　　　　　　　　　　　　　　等

情報通信技術情報通信技術情報通信技術情報通信技術
（ＩＴ）の発達（ＩＴ）の発達（ＩＴ）の発達（ＩＴ）の発達
　　・モバイル通信

　　・ＢＳデジタル放送に
　　　よる双方向通信

　　・ＩＣカード

　　　　　　　　　　　　　等
電子政府の推進電子政府の推進電子政府の推進電子政府の推進
　・２００３年度までにすべての
　　申請・届出をオンライン化
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モバイル交通社会の形成
（平成１２年度　運輸白書から抜粋）

３　モバイル交通社会の形成

　近年、パーソナルコンピュータや携帯電話、GPS受信機、カーナビゲーション機器といった個人向けの情報端末は、低価
格化や高機能化、インターネットの普及も相まって、爆発的に普及し、その活用形態も多様化してきている。

　移動体通信も含めた大容量・高速通信のインフラ整備は全国各地で進められてきており、道路や公共交通の利用者の
多数が、何時でも何処でも、移動中であっても、情報化された交通インフラと直接結びつくことが可能となりつつある。

　そして既に、VICSやGPS対応型携帯通信端末など、通信技術と位置検知技術、GIS（地理情報システム）技術などの組
み合わせにより、個人の移動ニーズに対応したきめ細かい情報提供サービスが一部で実現しつつあり、また、高齢者や
身体障害者といった移動制約者へのサービスの展開も期待される。

　また、いろいろな分野で急速に普及し
てきているICカードについても、料金収
受の手段として交通分野において応用
が進められてきており、道路交通におい
てはETC、公共交通においてはICカード
乗車券システムとして普及しつつある。

　そして今後、これらの情報技術と新た
に普及が見込まれるデジタルテレビ等
の情報家電が融合し、電子決済や予約、
総合的な交通情報提供など、利用者に
とってより利便性の高い交通サービスが
実現することが期待される。
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（２）公共交通情報提供の現状等（２）公共交通情報提供の現状等（２）公共交通情報提供の現状等（２）公共交通情報提供の現状等

①交通事業者による公共交通情報提供の現状　　・・・　Ｐ．１０～１３①交通事業者による公共交通情報提供の現状　　・・・　Ｐ．１０～１３①交通事業者による公共交通情報提供の現状　　・・・　Ｐ．１０～１３①交通事業者による公共交通情報提供の現状　　・・・　Ｐ．１０～１３

②インターネット等の活用による②インターネット等の活用による②インターネット等の活用による②インターネット等の活用による

　　　　　　公共交通情報提供サービスの現状　・・・　Ｐ．１４～１６　　　　　　公共交通情報提供サービスの現状　・・・　Ｐ．１４～１６　　　　　　公共交通情報提供サービスの現状　・・・　Ｐ．１４～１６　　　　　　公共交通情報提供サービスの現状　・・・　Ｐ．１４～１６

③国土交通省情報管理部のＨ１３年度実証実験　・・・　Ｐ．１７～１９③国土交通省情報管理部のＨ１３年度実証実験　・・・　Ｐ．１７～１９③国土交通省情報管理部のＨ１３年度実証実験　・・・　Ｐ．１７～１９③国土交通省情報管理部のＨ１３年度実証実験　・・・　Ｐ．１７～１９

④公共交通の情報提供に係る法制度の現状　　　・・・　Ｐ．２０～２１④公共交通の情報提供に係る法制度の現状　　　・・・　Ｐ．２０～２１④公共交通の情報提供に係る法制度の現状　　　・・・　Ｐ．２０～２１④公共交通の情報提供に係る法制度の現状　　　・・・　Ｐ．２０～２１

⑤公共交通情報のデジタル化　　　　　　　　　・・・　Ｐ．２２～２３⑤公共交通情報のデジタル化　　　　　　　　　・・・　Ｐ．２２～２３⑤公共交通情報のデジタル化　　　　　　　　　・・・　Ｐ．２２～２３⑤公共交通情報のデジタル化　　　　　　　　　・・・　Ｐ．２２～２３

⑥電子政府（オンライン申請システム）　　　　・・・　Ｐ．２４⑥電子政府（オンライン申請システム）　　　　・・・　Ｐ．２４⑥電子政府（オンライン申請システム）　　　　・・・　Ｐ．２４⑥電子政府（オンライン申請システム）　　　　・・・　Ｐ．２４
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　平成１３年２月より、全国のバス・鉄道・船舶・航空事業者を対象に、交通情報の提供・管理の実態に関する郵送アンケート調査を実施した。
このうちバス・鉄道・船舶事業者に関する調査結果の概要を報告する。

＜調査対象＞
・バス・・・全国すべての公営・民営事業者（４２４事業者）
・鉄道・・・全国すべての公営・民営事業者（１７８事業者）
・船舶・・・一定の保有トン数・隻数を有する旅客輸送事業者（９５事業者）

・発送アンケート総数は７０２、回収数は３９３、回収率は５５％。

・回答者の年間運送人員を事業規模として分布を見ると、
バス事業者は１００万人～１億人未満に集り、合わせて６４％、
鉄道事業者は１００万人～１億以上に集り、合わせて７３％、
船舶事業者は５０万人未満に集り、５７％となっている。

交通事業者情報提供実態に関するアンケート調査の概要

鉄道事業者

１，０００万

人～１億人

未満

23%

１億人以上

20%

不明

2%

５０万人～１

００万人未満

13%

５０万人未満

12%

１００万人～

１，０００万

人未満

30%

バス事業者

１００万人～

１，０００万

人未満

42%

５０万人未満

18%

５０万人～１

００万人未満

9%

不明

4%

１億人以上

3%

１，０００万

人～１億人

未満

24%

船舶事業者

１，０００万

人～１億人

未満

0%

１億人以上

0% 不明

9%

５０万人～１

００万人未満

18%

５０万人未満

57%

１００万人～

１，０００万

人未満

16%

無効票 有効票

バス 424 5 211 49.8%
鉄道 178 2 127 71.3%
船舶 95 0 45 47.4%
航空 5 0 3 60.0%

全体 702 7 386 55.0%

回収数 有効
回収率

配布数

郵送アンケート調査の回答率
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バス事業者における情報提供の実態と情報保管の現状
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１，０００万人～
１億人未満

１億人以上

■事業規模別　社内専用システムでの情報管理状況

時刻表、ダイヤ

路線図

乗継ぎ、乗換え情報

運賃

（％）

（年間輸送人員）
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時刻表
ダイヤ

路線図 乗継ぎ
乗換え情報
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■情報保管形態 紙ベース

市販ソフトウェア内

社内専用システム内

（％）

ｎ＝２１１ ｎ＝２０２ ｎ＝８５ ｎ＝２０２

　ほとんどの事業者が紙ベースで情報を保有
している。また、時刻表・ダイヤといった運行
管理系に社内専用システムを導入している事
業者も多い。

　事業規模（年間輸送人員）別では、１億人以
上の上位事業者では社内専用システムでの
情報保存がほぼ１００％で、１００万人～１０００
万人未満および１０００万人～１億人未満の事
業者における比率も比較的高いものの、１００
万人未満の事業者では２０％に満たない状況
である。
　社内専用システムでは鉄道・船舶事業者に
比べ路線図の情報管理比率が高くなっている。
また、時刻表・ダイヤと運賃の情報管理比率が
突出している一方、乗継ぎ、乗換え情報の管理
は進んでいない。　
　

　提供頻度が特に高い情報は「時刻表・ダイヤ」
で、「乗継ぎ・乗換え情報」は他に比べ頻度が
低い。
　情報提供手段としては「係員による電話応答」
「掲示板・看板（ﾊﾞｽ停・ﾀｰﾐﾅﾙ）」が特に頻度
が高い。

　現在は、ＨＰ（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ）による情報提供は
主流ではないが、利用者が望んでいるとの
認識が特に高く、今後導入が進みうる事が
うかがえる。時刻表・ダイヤをＰＣ以外の携帯
電話等で閲覧させるニーズが特に高いと考え
ている。0
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　バス事業者と同様に、ほとんどの事業者が
紙ベースで情報保有していると同時に、時刻表・
ダイヤといった運行管理系に社内専用システム
を導入している事業者が多い。

　事業規模（年間輸送人員）別では、同規模の
バス・船舶事業者と比べて、システムでの情報
保存率が低い。（※回答率０の箇所は回答数
自体の少なさに起因していると考えられる）
また、１億人以上の上位事業者における社内
専用システムでの情報保存比率でも１００％に
達していない。　
　上位事業者では、社内専用システムでの乗
継ぎ・乗換え情報の管理に積極的なのが特徴
である。　

　提供頻度が特に高い情報は「時刻表・ダイヤ」
で、「路線図」「運賃」も比較的頻度が高い。
　情報提供手段として「係員による電話応答」
「掲示板・看板（駅）」が特に頻度が高い。また
ＰＣの利用によるＨＰ（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ）での情報提供
も進んできている。

　利用者が望んでいる情報提供手段としてＰＣ
に加え、ＰＣ以外の携帯電話等による情報提供
が挙げられている。

鉄道事業者における情報提供の実態と情報保管の現状
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■事業規模別　社内専用システムでの情報管理状況
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■情報保管形態 紙ベース
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社内専用システム内
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■利用者が望んでいると考える情報の種類と提供手段
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船舶事業者における情報提供の実態と情報保管の現状

　提供頻度が特に高い情報は「時刻表・ダイヤ」
「運賃」である。
　情報提供手段としては総じて様々な手段が
利用されている。また、他事業者に比べ「その
他（ＴＶ・新聞等）」を利用する頻度も高い。

　ＰＣ以外の携帯電話等によるＨＰでの情報提
供について、現在はほとんど行われていない
が、利用者が望んでいる情報提供手段として
認識している。

　バス・鉄道事業者と同様に、ほとんどの事業者
が紙ベースで情報を保有している。また市販の
ソフトウェアを利用して低コストで情報を管理し
ている比率が若干高い。

　船舶事業者はバス・鉄道事業者と比べ、事業
規模（年間輸送人員）が概ね小さいが、同様の
事業規模で比較すれば、社内専用システムでの
情報管理が進んでいる傾向が見られる。しかし、
５０万人未満の規模では、システムでの情報保
存比率は低い。
　社内専用システムでは、特に時刻表・ダイヤと
運賃を管理している事業者が多い。

■事業規模別　社内専用システムでの情報管理状況
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■情報保管形態 紙ベース
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社内専用システム内

（％）
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（％）
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■利用者が望んでいると考える情報の種類と提供手段
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14第１回「情報化社会と交通」研究会　国土交通省情報管理部

路 線 バ ス 案 内 ポ ケ ロ ケ 、 ﾊ ｲ ﾊ ﾟｰ 市 ﾊ ﾞｽ ﾀ ﾞｲ ﾔ 、
ﾊ ｲ ﾊ ﾟｰ 地 下 鉄 ﾀ ﾞｲ ﾔ

に し て つ 総 合 時 刻 ・運 賃 案 内 イ ン タ ー ネ ッ ト列 車 運 行 情 報

遠 州 鉄 道 ㈱ 京 都 市 交 通 局 西 日 本 鉄 道 ㈱ 東 日 本 旅 客 鉄 道 ㈱

h t tp :/ / n a v i.e n te ts u .c o .jp / h t tp :/ / w w w .c it y .k y o to .jp / k o ts
u / in d e x .h tm l

h t tp :/ / w w w 1 .n n r .c o .jp / n n r/ t r
a f f ic / t im e ta b le .h tm

h t tp :/ / w w w .jr e a s t .c o .jp /

浜 松 都 市 圏 内 の 遠 州 鉄 道 バ
ス

京 都 市 交 通 局 の バ ス 、地 下
鉄

西 鉄 の 鉄 道 、バ ス J R 全 線 （運 行 情 報 は 首 都 圏
在 来 線 、 J R 東 日 本 管 内 の 新
幹 線 、首 都 圏 を 発 着 す る 寝 台
列 車 ）

○ ○ ○ ○
ｉ- ﾓ ｰ ﾄ ﾞ ○ ○ ○ ○
Ｊ - S k y  W e b ○ ○ ○ ○
E z W e b ○ ○ ○ ○
P ﾒ ｰ ﾙ D X ○

路 線 図 を 地 図 上 表 示 （パ ソ コ
ン ）

バ ス 路 線 図 を 地 図 上 表 示 （パ
ソ コ ン ）
主 要 バ ス 停 の 乗 り 場 案 内 （パ
ソ コ ン ）

鉄 構 案 パ

電 車 路 線 図 （パ ソ コ ン ）
主 要 バ ス 停 乗 り 場 案 内 （パ ソ
コ ン ）

駅 構 内 図 （パ ソ コ ン ）
駅 周 辺 情 報 （パ ソ コ ン ）

バ ス 停 別 時 刻 表 バ ス 停 、駅 別 時 刻 表 バ ス 停 、駅 別 時 刻 表 （パ ソ コ
ン ）

－

ル ー トの み － 時 刻 表 連 動 型 [ﾊ ﾞｽ -ﾊ ﾞｽ 、 ﾊ ﾞｽ
-鉄 道 間 の 検 索 可 能 ] (パ ソ コ
ン )
時 刻 表 連 動 型 [ﾊ ﾞｽ 、 鉄 道 別 の
検 索 ] (携 帯 )

Ｊ Ｒ 管 内 時 刻 表 連 動 型 (パ ソ コ
ン )

定 期 運 賃 － バ ス 、鉄 道 ：２ 地 点 間 運 賃 、定
期 代 （パ ソ コ ン ）

Ｊ Ｒ 管 内 ：２ 地 点 間 運 賃 （パ ソ
コ ン ）

地 図 上 に バ ス 位 置 表 示 （バ ス
停 へ の 接 近 表 示 ）

バ ス の 接 近 情 報 （携 帯 ） 運 行 情 報 ：台 風 ・大 雪 時 に 提
供 （パ ソ コ ン ）

運 行 情 報 （パ ソ コ ン 、携 帯 ）

－ － － －

運 輸 事 業 者 自 身 に よ る

情 報 提 供 者 の 分 類 運 輸 事 業 者

Ⅰ .固 定 情 報

Ⅱ .ﾘ ｱ ﾙ ﾀ ｲ ﾑ 情
報

　
情
報
提
供
項
目

② 到 着 予 想 時 刻

① 運 転 状 況

④ 運 賃 ・料 金 情 報

デ ー タ 更 新 ・費 用 負 担

③ 経 路 情 報 (ル ー ト ･所
要 時 間 ･料 金 )

② 時 刻 表 情 報

事 例 名 称

情 報 提 供 形 態

情 報 発 信 主 体

[U R L ]

情 報 提 供 範 囲

携 帯 電 話
パ ソ コ ン

① 路 線 図 ・乗 り 場 案 内

インターネットなどの活用による公共交通情報提供サービスの事例一覧（１）
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インターネットなどの活用による公共交通情報提供サービスの事例一覧（２）
公 的 機 関

バ ス 情 報 総 合 利 用 案 内 シ ス
テ ム

札 幌 圏 時 刻 表 ポ ー タ ル サ イ ト 公 共 交 通 情 報 公 共 交 通 情 報

(社 )東 京 バ ス 協 会 北 海 道 情 報 大 学 中 岡 研 究 室 国 土 交 通 省 中 国 地 方 整 備 局
岡 山 国 道 工 事 事 務 所

国 土 交 通 省 中 国 地 方 整 備 局
広 島 国 道 工 事 事 務 所

h t tp :/ / w w w .to k y o b u s .o r .jp / h t tp :/ / t is .d o - jo h o d a i.a c .jp / h t tp :/ / w w w .o k a k o k u -
m lit .g o .jp / in d e x .h tm

h t tp :/ / w w w .h iro k o k u -
m lit .g o .jp / in d e x 1 .h tm l

東 京 2 3区 内 に 発 着 地 点 を 持
つ 路 線 バ ス 、東 京 都 内 に 発 着
点 を 持 つ 高 速 バ ス 、深 夜 急 行
バ ス 、空 港 連 絡 バ ス

札 幌 圏 内 の 全 地 下 鉄 ・電 車 全
駅 ・全 バ ス 停 (一 部 路 線 を 除 く )

両 備 バ ス 宇 野 線 、岡 山 電 気
軌 道 大 東 線

長 距 離 バ ス （広 島 － 松 江
間 ）、呉 広 島 空 港 線 、広 島 呉
線 の ﾉﾝ ｽ ﾃ ｯ ﾌ ﾟﾊ ﾞｽ 、広 島 電 鉄
グ リ ー ン ム ー バ ー

○ ○ ○ ○
ｉ-ﾓ ｰ ﾄ ﾞ ○ ○ ○
Ｊ - S k y  W e b ○
E z W e b ○
P ﾒ ｰ ﾙ D X ○

系 統 別 路 線 図 　主 要 タ ー ミナ
ル 乗 り 場 案 内

鉄 道 路 線 図 （パ ソ コ ン ） バ ス 路 線 図 [地 図 上 に 目 的 地
を 表 示 ]（パ ソ コ ン ）
主 要 タ ー ミナ ル 乗 り 場 案 内
（パ ソ コ ン ）

地 図 上 に 路 線 を 表 示 （パ ソ コ
ン ）

全 て の バ ス 停 時 刻 表 地 下 鉄 ・電 車 の 全 駅 、一 部 を
除 く全 バ ス 停

全 バ ス 停 の 利 用 時 間 帯 の バ
ス 時 刻 （パ ソ コ ン 、携 帯 ）

全 バ ス 、電 停 の 利 用 時 間 帯
の 時 刻 （パ ソ コ ン 、携 帯 ）

系 統 ・路 線 検 索 （２地 点 間 距
離 と 運 賃 ）

ー ー ー

２地 点 間 運 賃 　定 期 代 ー ー ー

－ ー ー 車 両 位 置 を 地 図 上 に 表 示 （パ
ソ コ ン ）

－ ー バ ス 停 別 到 着 予 想 時 刻 （パ ソ
コ ン 、携 帯 ）

バ ス 停 ・電 停 別 到 着 予 想 時 刻
（パ ソ コ ン 、携 帯 ）

東 京 バ ス 協 会 が 運 営 費 、更
新 費 用 を 負 担 。デ ー タ 更 新
は 、バ ス 事 業 者 が 、電 子 デ ー
タ 又 は 記 入 済 規 定 フ ォ ー マ ッ
トを 提 出 、東 京 バ ス 協 会 が
デ ー タ 化

大 学 研 究 室 が デ ー タ 更 新 中 国 地 方 整 備 局 が 独 自 予 算
で 運 営 （バ ス 事 業 者 か ら は
デ ー タ 提 供 を 受 け る の み ）

中 国 地 方 整 備 局 が 独 自 予 算
で 運 営 （バ ス 事 業 者 か ら は
デ ー タ 提 供 を 受 け る の み ）

公 的 機 関情 報 提 供 者 の 分 類

Ⅰ .固 定 情 報

Ⅱ .ﾘ ｱ ﾙ ﾀ ｲ ﾑ情
報

　
情
報
提
供
項
目

② 到 着 予 想 時 刻

① 運 転 状 況

④ 運 賃 ・料 金 情 報

デ ー タ 更 新 ・費 用 負 担

③ 経 路 情 報 (ル ー ト ･所
要 時 間 ･料 金 )

② 時 刻 表 情 報

事 例 名 称

情 報 提 供 形 態

情 報 発 信 主 体

[U R L ]

情 報 提 供 範 囲

携 帯 電 話
パ ソ コ ン

① 路 線 図 ・乗 り 場 案 内
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インターネットなどの活用による公共交通情報提供サービスの事例一覧（３）

ＪＲトラベルナビゲー
ター  インターネット版

ＪＯＲＵＤＡＮ乗換案内
インターネット版

ISAIZ MAPインターネッ
ト版

ハイパーダイヤ 駅すぱあと 駅前探険倶楽部

㈱ＪＲ東日本企画 ジョルダン㈱ ㈱リクルート ㈱日立情報システムズ ㈱ヴァル研究所 ㈱東芝

http://channel.goo.ne.jp
/cgi-
bin/tranavi/jrtrag.cgi

http://www.jorudan.co.j
p/

http://www.isize.com/
map/

http://www.hyperdia.co
m/

http://www.ekiworld.net
/

http://ekimae.toshiba.c
o.jp/

全国のＪＲと、札幌、東
京、名古屋、大阪の主
要地下鉄・私鉄

全国のＪＲ・地下鉄・私
鉄

首都圏電車路線図、全
国乗換案内

全国 全国のJR・私鉄・地下
鉄・路面電車、一部路
線バス会社、高速バ
ス、主要空路

全国の駅時刻表乗換案
内（首都圏、東海、関
西、九州）
駅周辺地図（首都圏、
東海、関西）

○ ○ ○ ○ ○ ○
ｉ-ﾓｰﾄﾞ ○ ○
Ｊ-Sky Web ○ ○
EzWeb ○ ○
PﾒｰﾙDX

概略路線図 概略路線図（パソコン） 路線図 ー 全国・地域別路線図、
乗り場案内、主要駅施
設案内、周辺地図

主要駅周辺地図

東京のJR・私鉄・営団・
地下鉄のおよそ 650駅

時刻表・終電時刻表（携
帯）

ー 主要駅 全駅時刻表、列車時刻
表

主要全駅時刻表、列車
時刻表

経路、所要時間 (時刻表
連動 )、運賃、距離

経路、所要時間 (時刻表
連動 )、運賃、距離（パソ
コン、携帯）

経路、所要時間 (時刻表
連動 )、運賃

経路、所要時間 (時刻表
連動 )、運賃、距離、番
線情報

経路、所要時間 (時刻表
連動 )、運賃、距離

経路、所要時間 (時刻表
連動 )、運賃

２地点間運賃 ２ 地 点 間 運 賃 （ パ ソ コ
ン、携帯）

２地点間定期運賃 ２地点間定期運賃 ２地点間定期運賃、定
期代

２地点間定期運賃

ー ー ー ー ー ＪＲ東日本の運行情報
を提供

ー ー ー ー ー ー

各プロバイダーが独自にデータ入手、入力を行っている。（情報源として、事業者から電子データの提供を受けている所もある。（詳細不明））

情報提供者の分類 情報サービス会社

Ⅰ .固定情報

Ⅱ .ﾘｱﾙﾀｲﾑ情
報

　
情
報
提
供
項
目

②到着予想時刻

①運転状況

④運賃・料金情報

データ更新・費用負担

③経路情報 (ルート･所
要時間･料金 )

②時刻表情報

事例名称

情報提供形態

情報発信主体

[URL]

情報提供範囲

携帯電話
パソコン

①路線図・乗り場案内
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移動情報の総合化のためのシステム

ＰＣ

携帯電話
（ｉモード等）

公共情報端末
（道の駅、交通
ターミナル）

鉄道

航空

航空事業者データベース

鉄道事業者データベース

情報の統合・加工

駐車場情報

道路関連情報
　「△△駐車場　満車」
公共交通
　「○○」から「××」まで
　　Ａ鉄道　○○駅　１０：００　（事故等なし）
　　　運賃　３００円
　　Ｂバス　○○停留所　１０：１５
　　　運賃　３６０円
　　　所要時間　４５分
　　　遅れ　　　　　３分（９：４５現在）

地図情報

地図

道路関連情報

総合交通情報提供
システム

バス事業者データベース

バス

ＧＩＳデータベース
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鉄道事故・遅延情報速報システム

運行現場

リアルタイム運行情報

異常発生

各鉄道事業者輸送指令室

運行状況　（運転見合わせ、運転
再開見込み、再開、遅延等）の把
握、代替輸送計画の策定等

運行状況、代替輸送計画等
についてデジタル情報化

デジタル化

アナログ情報

（メディア）
　・放送事業者（ＢＳデジタル放送等）
　・インターネットプロバイダ
　・携帯電話インターネットサービス
　　等

インターネット配信

情報提供先

　広報セクションから
　メディアへの連絡

（業務連絡）

・各鉄道駅（駅員、掲示版）

・連絡運行している他社　等

司令室からの業務連絡

従来（アナログ）
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②呼び出し地点、呼び出し人の確認

③呼び出し人の目的地（自宅等）を把握

④目的地方面へ向かう車両を検索し、
当該車両の呼び出し人の場所までの
到着予定時刻を算出

小型車

バン

大型車

ＧＰＳ

ＧＰＳ

ＧＰＳ

⑦車両への指示
①
呼
び
出
し（

本
人
情
報
、本

人
位
置
、

目
的
地
、乗

車
希
望
時
刻
）

⑤
到
着
車
両
、到

着
予
定
時
刻
通
知

⑥
予
約
確
認

ＧＰＳ

携帯電話
（ＧＰＳ受信機能付）

⑧呼び出し地点へ向かう

情報通信技術を活用した過疎地域のシビルミニマム確保のための実証実験
（システム構成イメージ）

住民が携帯端末（位置通知機能付）で車両を呼び出すと、予め登録された車両の中で、最も呼び出した場所に近く、
乗車可能な車両を自動的に配車

市町村役場、ＮＰＯ等

車載機（ＧＰＳ受信機、カーナビ等）
を搭載した車両のうち、呼び出し人
のニーズ（本人位置、目的地等）に
最も適合した車両を配車
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公共旅客交通情報提供制度について（１）

①運賃・ダイヤ等の掲示（利用者への情報提供）について

分野名 掲示する事項 法令名 掲示する場所 掲示時期

鉄道 運賃等 鉄道営業法第３条
鉄道運輸規程第４条、第８条

停車場
実施前に公告
（運送条件加重の場合は、変更等の７日前ま
でに掲示）

ダイヤ 鉄道営業法第３条
鉄道運輸規程第４条、第８条

停車場 実施前に公告

バス 運賃等 道路運送法第１２条
旅客自動車運送事業等運輸規則第５条、第６条

営業所その他の事務所 変更の７日前までに掲示

ダイヤ 道路運送法第１２条
旅客自動車運送事業等運輸規則第５条、第６条

営業所その他の事務所、停留所 変更の７日前までに掲示

旅客船 運賃等
海上運送法第１０条、第１９条の４
海上運送法施行規則第７条、第２１条の４、
第２１条の１５

営業所、発着所、船舶内（国内）
営業所、船舶内（国外）

特段の規定無し

ダイヤ 特段の規定無し 特段の規定無し 特段の規定無し

航空 運賃等 航空法第１０７条 営業所その他の事務所 特段の規定無し

ダイヤ 特段の規定無し 特段の規定無し 特段の規定無し
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公共旅客交通情報提供制度について（２）
②運賃・ダイヤ等の届出（国への情報提供）について

分野名 提出する事項 法令名 提出する形態

①事業者から国土交通省への提出時期（認
可・届出）
 ②国土交通省から事業者への回答時期（認
可）

鉄道 運賃等 鉄道事業法第１６条
鉄道事業法施行規則第３２条、第３３条、第３４条

・運賃等の上限の設定又は変更に関しては、事
前に国土交通大臣（地方運輸局経由、一部地
方運輸局長に権限委任）の認可必要
・認可を受けた上限の範囲内での運賃等の設
定、変更に関しては、国土交通大臣あて（地方
運輸局経由、一部地方運輸局長あて）事前に
届出
・上限認可を要しない料金に関しては、地方運
輸局長に事前に届出

①事前認可、事前届出
②１～４ヶ月以内（行政手続法標準処理期間）

ダイヤ 鉄道事業法第17条
鉄道事業法施行規則第３５条

国土交通大臣あて（地方運輸局経由、一部地
方運輸局長あて）事前に届出

①事前届出

バス 運賃等 道路運送法第９条
道路運送法施行規則第８～１０条

事前に国土交通大臣（一部地方運輸局長に権
限委任）の認可必要（一部事前届出制）

①事前認可、事前届出
②２ヶ月以内（行政手続法標準処理期間）

ダイヤ 道路運送法第１５条
道路運送法施行規則第１４条、第１５条

事前に国土交通大臣（陸運支局長に権限委任）
の認可必要（一部事後届出制）

①事前認可（一部事後届出）
②３ヶ月以内（行政手続法標準処理期間）

旅客船 運賃等 海上運送法第８条
海上運送法施行規則第４条

国土交通大臣あて（地方運輸局経由）又は地方
運輸局長あて事前に届出

①事前届出（７日前）

（国内のみ） ダイヤ 海上運送法第６条、第１１条の２
海上運送法施行規則第３条、第９～条第１１条

地方運輸局長あて事前に届出（一部認可制の
ほか、１０分以内の変更は事後に届出）

①事前届出等
②５ヶ月以内（行政手続法標準処理期間）

航空 運賃等 航空法第１０５条
航空法施行規則第２１５条、第２１６条

国土交通大臣あて（一部地方航空局長あて）事
前に届出（国内線）又は認可（国際線）

①事前届出、事前認可
②１～３ヶ月以内（国際線）（行政手続法標準
処理期間）

ダイヤ
航空法第１００条、第１０７条の２、第１０７条の３、
第１０９条
航空法施行規則第２１０条、第２１９条、第２１９条
の２、第２２０条

国土交通大臣あて（一部地方航空局長あて）事
前に届出（混雑飛行場を使用しない国内線）又
は認可（混雑飛行場を使用する国内線及び国
際線）

①事前届出、事前認可
②１～４ヶ月以内（混雑飛行場を使用する国
内線）、１～３ヶ月以内（国際線）（行政手続法
標準処理期間）
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公共交通情報デジタル化のメリット

行政組織　　オンライン申請による業務の効率化、　　
　　　　　　迅速化

交通利用者　多様な手段によりニーズに応じた情報を　
　　　　　　随時入手できることによる利便性の向上

交通事業者　業務の効率化、安全性の向上、　　　　　
　　　　　　旅客サービスの高度化、業務コストの削減
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デジタル化の促進策

（ⅰ）法令で義務化

（国内）
有価証券報告書のデジタル書類提出義務化　　
（改正証券取引法：平成１６年６月１日施行）　　　　　

（国外）
貿易業務の情報化のため、ＥＤＩを義務化、書面
の提出に対して罰金を科す（貿易業務自動化促
進に関する法律：韓国、平成２年１２月制定）

（ⅱ）法令で促進
（国内）
民間における電子商取引の促進を図るため、書面の交付
に代えてデジタル書類での提供（旅行業者が消費者に対
して契約内容を表す書面を交付する際、デジタル書類も
認める等）を認める（いわゆる書面一括法：平成１３年４月
１日施行）　　　　　
（国内）
税関手続（NACCS）についてデジタル書類の提出を認める

（電子情報処理組織による税関手続の特例等に関する法
　律：平成３年７月１日施行）

（ⅲ）行政方針で促進

（国内）
e-Japan重点計画を策定、高速通信網の整備や、

港湾諸手続のワンストップ化の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（国外）
シンガポール、香港での港湾貿易手続の情報化推進

（ⅳ）価格で促進

（国内）
・航空券販売でのインターネット販売の割引率の拡大
・インターネットによる証券取引で手数料の割引
・その他BtoCにおけるEコマースでの価格の割引
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２１世紀の電子政府実現のための行政情報システム等の整備
～電子申請システムの整備～

電子申請のイメージ図

ダイヤ・
運賃・料金の
情報等

申請者

受付サーバ

各局等担当官

国土交通省

申請・届出等

許可書等の交付

インターネット

民間認証局
（真正な申請者
であることを認証）

ブリッジ認証局（総務省）
（各認証局の真正性を保障）

国土交通省認証局
（真正な国土交通省であることを認証）
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（３）今後の進め方（３）今後の進め方（３）今後の進め方（３）今後の進め方　・・・Ｐ．２６　・・・Ｐ．２６　・・・Ｐ．２６　・・・Ｐ．２６
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有識者ヒアリング等のスケジュール（案）

委
員
会

４月　　　５月　　６月　　　７月　　　８月　　　９月　　１０月　　１１月　　１２月

第１回　　第２回　　　第３回　　　第４回　

交通情報　
提供の現状

（事務局）

(交通事業者のＩＴ化の取り組み)

(交通情報提供サービス)

(中間とりまとめ)

(情報化社会と交通のあり方)

ＩＣカード

：ＪＲ東

ＧＰＳによる
自動配車　
システム

：神奈川　　
　中央交通

ＢＳ　　　
デジタル

：ＮＨＫ

モバイル
通信

：NTT　　
　ドコモ

カーナビ・
カープー
リング

：トヨタ

情報提供
サイト

概算要求

（
と
り
ま
と
め
）


